
1985-90年における秋田県内の人口移動

柴田 舞子

1. はじめに

人口移動とは人が日常生活の場所を他の場所に移すことであり 人数・目 的により様々な類型に

分けられる士住所の変更を伴うもの以外でも 出稼ぎ移動や通勤移動な どは広義の人口移動とみなさ

れている (岸本， 1985)号

本研究で対象地域とした秋田県は1960年代から人口減少県で、あり ，大都市;国への人口流出が続い

ているこしかし秋田県内での人口移動形態、の詳細については十分には解明されていなL33 そこで本

研究では総務庁統計局が刊行している国勢調査報告と秋田県情報統計課が刊行している人口移動統

計 「秋田県の人口」を利用する ことにより ，市町村を単位として1985年から1990年における県内の

地域間人口移動について考察することを目的とする己

II. 市町村類型に基づく圏域構造

人口移動の研究では何らかの地域区分を用いて人口移動の流れを把握することが必要であるため

(磯田， 1993)，森川(1985) に従い次の方法で県内の市町村を分類Lたこまずれ内の全69市町村

を中心機能従事者数と通勤率を指標として，中心都市，都市圏内市町村と国外市町村に分類Lた。

ここで中心機能従事者数とは国勢調査報告の職業大分類別就業者のうち 「版売従事者数」と「サー

ビス職業従事者数」とを加算 したものであるェ通勤率は5%を基準とした。また中心都市について

は，中心機能従事者数をもとにして Iから町階層に区分したこ

第 1図と第 2図には市町村分類に基づいて1985年と 1990年における県内の閣域構造を不 Lたコ県

内には第I暗層の資格を持つ中心都市はなく ，県庁所在都市の秋田が最高の第 IIi:皆村であるニ また

第町階層の中心都市の多さが目立つコ

1985年から1990年の聞には県全域で圏外市町村の範囲が縮小 していることが分かるとこの こと

から1980代の後半においては中心都市に向かつて通勤する就業者が増加 Lていると考えられるコし

かし日常的都市圏の変化をみると，第E階層の秋田では縮小しているのに対し，第皿.IV階層では

拡大しているェ
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第1図市町村類型に基づく圏域構造(1985年) 第2図市町村類型に基づく閣域構造(1990年)

資料:国勢調査報告 古島パヘj格調査報告

III. 人口移動圏の画定

次に中心都市，都市圏内市町村および圏外市町村聞の人口移動の流れを把揺するため，前章で行

なった市町村分類を利用して県内の人口移動圏の画定を行なったこここで:土1983年と1990年におい

て中心都市を除く各市町村の最多流出先を指標としたニ人口移動閣の中心となる中心都市(土，前章

で設定した中心都市のみとした三

第3図と第 4図に上述した方法で画定した1985年と1990年の人口移動圏を示Lた二!

第3図と第 1図，第 4図と第 2図を比較すると，中心都市の人[]移動聞と日常酌都市圏には大き

な違いがあることが分かる=つまり鹿角のように人口移動圏を持たな1.，..'!中心都市があるのに対し，

第E階層の秋田のように日常的都市圏よりも広い人口移動圏を持ち 県全域から人口を集めている

ところもある D

また第 3図と第 4図をみると，第E階層の秋田は白都市圏内市町村はもとよサ古都市圏内市町

村，圏外市町村からも多くの人口を吸引しているここれに対し，第III. I¥'階層のL十l'L、都市:土白都市

圏内市町村からの流入に限られているといった階層による違いが明らかであるご
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第3図秋田県内の人口移動圏 (1985年)

秋田市と大由市が誌合する町村(立神岡町

資料:秋田県の人口

第2図 秋田県内の人口移動闇 (1990年)

秋田市と 大樹山カ ';~ {ìする町村は南外村と大 :'t町

横手市と大出rhかd合す毛町村:土111:南付

資料 :秋日県の人口

第3図と第4図を比較すると， 1985年から1990年の聞には高次階層の中心都市の人口移動閣に含

まれていた圏外市町村が低次階層の中心都市の日常的都市圏に変化Lても，属する低次階層の中心

都市ではなく以前から属していた高次階層の中心都市の人口移動圏に含まれたままとなっている場

合が多いコ県南部では低次階層であっても 人口移動圏が拡大している中心部市もあるが， 高次暗層

の中心都市への人口の集中化は続いているといえるであろう D

N.秋田県内における就業構造の地域的差異

人口移動の理由として経済的要因が最も重要な地位を占めると考えられるため， ここでは前章ま

でに把握した県内の人口移動のパターンと就業構造との関係についてみていく 三

方法としては森}I/ (1985) に従い，国勢調査報告「常住地による職業大分類就業者」を用いて，

市町村類型ごと に就業構造の変化を表す指標を算出したこここで中枢管理機能的職業と中心機能的

職業さらに製造・建設機能的職業を主要3機能職業としたコまた「常住地に よる就業者数」を用い

たのは，就業者の通勤行動を考慮に入れたためである 3
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と1990年について

る従事者の割合を

3 え， 通信・運輸そ

とに訴したここれをみると，中心都市におい

、接詑の説会が大きくなっているが，中心機能は減少している

きくなっているコこれは県内の第III.IV階層の中心都市では，刀、

都市圏内市町村が中心都市と

ある口また製造・

なることは， くなっていることで

くなってお与，来i有にも高く，特に第百

おいて工場の都市郊外への立地が進んでいることが推測きれる

圏外市町甘ではやはり，農林漁業の割合が高くなっている二 よりも都市化の進ん

きくなっているごこ

に近い地位にあ

でいない地域であるが，

れ辻蔀志望言外車町村の中

る角館sIJな

ま

N階層の都市圏内市町村よりも

特に中枢管理機能の値が大きく，

まれているためである二

製造・

に関わっていることが分かるコ第言語警の中心都市で農林浩業の減歩は

機能の変化も小さくなっているコ一方.第III.第NIl苦警の

市町村では農林漁業の減少が大きいほど中枢管理機詑，

まり県内ではこの楠に関する職業の労f動力需要が大きく，ま

いえるであろう

中心都市の人口吸引力をみると，第n階層の秋田市で:ま

と密接

るが，その他の

，圏外

している(つ

にあると

警では が主となっているつまた第日 の

が，第百 .N措

:立中心機詑的職業

ハυ
内
/
L
]



も吸引力の 1つとなってはしミるが，機能の拡大はわずかで吸引力は年々弱まっているつ

v.むすび

本稿においては国勢調査報告，秋田県の人口といった統計資料を利用することにより， 1985年か

ら1990年における秋田県内の地域間人口移動について考察した二

その結果は以下のようにまとめられるご

主日常的都市圏(土階層の高い中心都市では縮小しているのに対して.階層の低い中心都市では拡

大している二これは階層の低い中心都市では都市機能が縮小Lているものの都市圏内市町村も

衰退傾向にあるため，各地域で影響力の大きい中心都市に就業者が集中することが理由として

挙げられるニ

②秋田県内では秋田市の人口移動圏が最も広く司秋田市に人口が集中していることが分かるョこの

傾向は秋田市の都市圏内市町村はもとより 圏外市町村でもその傾向は強くなっている±また

低次階層の中心都市の人口移動圏は拡大しているが，秋田市への集中化は続いている 3 これは

他の中心都市と比較して，秋田市で都市機能の集中が進んでいることが要因として挙げられるコ

玄人口移動の要因を中心都市の吸引力となる職業の種類からみると，第E階層では中枢管理機能

的職業，第田 .N階層では製造・建設機能的職業が主となっているコ第日階層では中心機能職

業も吸引力の 1つになってはいるものの，機能の拡大は停滞しており吸引力は弱まっている二

また就業構造の変化には農林漁業従事者の減少が密接に関わっているコ

本研究の分析による秋田県で、は主要3機能，特に中枢管理機能的職業や中心機能的職業を指向す

る傾向が強く，就業機会を求めて多くの人が移動していることが分かつた。

秋田県内の多くの市町村で過疎化が問題となっており，各市町村内で就業機会を増やすための対

策が迫られている D
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